
資料４－１

広島西部山系直轄砂防事業



砂防事業の再評価項目調書 

事業名（箇所名） 広島西部山系直轄砂防事業 事業主体 中国地方整備局 

実 施 箇 所 広島県広島市、廿日市市、大竹市 

該 当 基 準 再評価実施後一定期間(3 年間)が経過している事業 

事 業 諸 元 事業区域約 621km２、主要施設：砂防堰堤 

事 業 期 間 平成 13 年度 直轄砂防事業着手 

総事業費（億円）  約 900 残 事 業 費 （ 億 円 ）  約 421 

目 的 ・ 必 要 性 

 
● 広島西部山系は、人口・資産・公共施設等が集中し、山陽自動車道・

新幹線等の近畿と九州を結ぶ重要交通網が横断する社会経済的に重要な
地域であるが、昭和 20 年の枕崎台風や昭和 26 年のルース台風による
災害、平成 11年 6月 29日、平成 26年 8月 20日の土砂災害など、繰り返
し大規模な土砂災害が発生している。 

 
● 一方で、都市化に伴い宅地開発が山麓斜面に進展しており、土石流による

土砂災害が発生する危険性のある渓流が非常に多く集中している。 
 
● この地域では、土石流の氾濫が予想される区域に重要な多くの保全対象が

分布しているが、土石流による被害は広範囲かつ甚大になる可能性が
高いことから集中的に土石流対策を推進する必要がある。 

 
● 平成 11 年 6 月 29 日の土砂災害を契機として、土石流による人的被害、

家屋被害、重要交通網の交通途絶等の被害を軽減することを目的として、
平成 13 年度から国による直轄砂防事業を開始した。 

 
● そのような中で、平成 26 年 8 月 20 日には、死者 77 人、負傷者 68 人

という未曽有の被害を出す大規模な土石流災害が発生し、あらためて
ハード整備の必要性が明らかになった。 

 

便益の主な根拠 

 
家屋戸数 約 7,000 戸、事業所数 約 500 事業所、公益施設数 約 40 施設、
重要交通網 

(JR 山陽新幹線、JR 山陽線、国道 2 号、山陽自動車道・広島岩国道路、
中国自動車道） 

事 業 全 体 の 
投 資 効 率 性 

B:総便益 (億円) C:総費用 (億円) Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ EIRR 
基準

年度

 
全 体 事 業 総便益 5,758 総費用 962 6.0 4,796 16.7% H28

残 事 業 総便益 2,550 総費用 317 8.0 2,233 25.7% H28

感 度 分 析 

 残事業（B/C） 全体事業（B/C） 

残事業費（+10％～-10％） 7.3～8.9 5.8～6.2 

残 工 期（+10％～-10％） 8.0 6.0 

資    産（-10％～+10％） 7.3～8.8 5.4～6.5 

事 業 の 効 果 等 

直轄砂防事業の実施により、下記のとおり土石流による甚大な被害や
社会的影響を軽減することを目的として集中的に地域の安全度を向上させる
ことができる。 

 
・ 家      屋   約 7,000 戸を保全 
・ 人      口   約 17,000 人を保全 
・ 重要交通網  JR 山陽新幹線、JR 山陽線、国道 2 号、山陽自動車道・

      広島岩国道路、中国自動車道を保全 
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社 会 情 勢 等 の 

変 化 

 
● 広島市(旧湯来町含む)、廿日市市(旧佐伯町・吉和村・宮島町を除く)、

大竹市の人口は昭和 50 年には約 1,014,000 人から平成 27 年には
約 1,323,000 人と約 40年間で約 1.3 倍に増加し、近年は大きな変化はな
い。 
 

● 平成 26 年 8 月 20 日の豪雨により土砂災害が発生し、広島市安佐南区、
安佐北区、西区を中心に、土石流 107 件、がけ崩れ 59 件、死者 77 人、
負傷者 68 人の甚大な被害が発生し、緊急的な対応が必要な渓流等に対
して緊急事業を実施している。 

 
● 平成 11 年 6 月 29 日の土砂災害を契機に、土砂災害のおそれのある

地域における住宅等の立地抑制や警戒避難といったソフト対策を推進
するための法律となる土砂災害防止法が平成 13 年 4 月 1 日から施行
された。また、平成 26 年 8 月 20 日の土砂災害等を教訓に、土砂災害防
止法が一部改正され、都道府県に対する基礎調査の結果の公表が義務付
けられた。この法律に基づき、広島西部山系では 2,990 箇所が土砂災害
警戒区域に指定されている(土石流のおそれのある渓流については、
1,013 箇所が土石流の土砂災害警戒区域に指定されている)(平成 28 年
3 月末時点）。 

 
● 広島県は、平成26年8月20日の土砂災害の経験を踏まえ、ハード・ソフト

が一体となった対策をより一層推進するとともに、県民、自主防災組織、事
業者、行政等が一体となって「災害死をゼロ」にするという新たな目標を掲
げた「広島県「みんなで減災」県民総ぐるみ運動条例」を制定した。(平成
27 年 3 月 16 日施行) 

 
● 「共助」を効果的に行うための自主防災組織の組織率は、下記のとおりと

なっている。 
広 島 市： 平成 13 年度 97.2％   平成 27 年度 100.0％ 
廿日市市： 平成 13 年度  0.0％   平成 27 年度  99.1％ 
大 竹 市： 平成 13 年度  0.0％   平成 27 年度  65.3％ 

 

事業の進捗状況 

 
● 事業執行済額  ： 約 479 億円(進捗率 53%) 
● 整備済砂防施設 ： 砂防堰堤 75 基(保全家屋戸数 約 3,000 戸) 
● 完成 58 渓流、事業着手済 51 渓流 
 

事 業 の 進 捗 の 

見 込 み 

 平成 26 年 8 月 20 日の土砂災害を始め、管内では過去から度々土砂災害
が発生し、地元自治体や住民は、事業に対して要望が高く、今後も円滑な
事業実施が望める状況である。 

コ ス ト 縮 減 や 

代替案立案等の

可 能 性 

 ソイルセメントの活用や他事業工事への現地発生土砂の流用等でコスト
縮減による事業の効率化を図っている。今後も小規模渓流対応型施設の
採用等の新技術を積極的に取り入れ、さらなるコスト縮減に取り組む。 

対応方針（原案）  継続 

対 応 方 針 理 由  事業の必要性、事業進捗の見込み、コスト縮減などの観点により総合的に判断

そ の 他  － 
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島
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轄
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Ｒ
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陽
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線
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国
道

２
号

土
石

流
危

険
渓

流

凡
例

◆
直
轄
砂
防
事
業
化
の
背
景

広
島

西
部

山
系

は
、

中
国

地
方

を
東

西
に

結
ぶ

主
要

な
交

通
幹

線
で

あ
る

山
陽

新
幹

線
や

山
陽

自
動

車
道

等
が

管
内

を
横

断
し

て
お

り
、

社
会

経
済

的
に

重
要

な
位

置
な

場
所

に
位

置
し

て
い

る
。

一
方

、
当

該
地

域
は

風
化

す
る

こ
と

で
崩

壊
を

起
こ

し
や

す
い

特
殊

土
壌

で
あ

る
「

ま
さ

土
」

が
表

土
に

広
が

る
花

崗
岩

地
帯

で
あ

る
た

め
、

過
去

か
ら

大
規

模
な

土
砂

災
害

が
発

生
し

て
い

る
。

平
成

11
年

6 月
29

日
の

梅
雨

前
線

に
よ

る
集

中
豪

雨
に

よ
っ

て
、

死
者

を
出

す
甚

大
な

土
砂

災
害

が
発

生
し

た
こ

と
か

ら
、

当
該

地
域

に
お

い
て

計
画

的
か

つ
集

中
的

に
事

業
の

推
進

を
図

る
た

め
平

成
13

年
度

よ
り

直
轄

砂
防

事
業
と

し
て

新
た

に
着

手
し

た
。

◆
事
業
区
域

広
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市
、

大
竹
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、

廿
日

市
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約
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m
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整
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◆
総
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業
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0 億

円

◆
事
業
評
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の
経
緯

新
規

採
択

時
評
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（

平
成

12
年
度
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再
評

価
（

着
手

後
10
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年

経
過

：
平

成
22

年
度
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（
再

評
価

後
3 ヶ
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平
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25
年
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今
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3 ヶ
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：

平
成

28
年

度
）

広
島

市

廿
日

市
市

大
竹

市
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説
明
の
進
め
方

①
は
じ
め
に
（
今
回
の
再
評
価
の
必
要
性
と
背
景
）

③
費
用
対
効
果
分
析
の
流
れ

③
-1

費
用
便
益
比
（
Ｂ
／
Ｃ
）
の
算
出
の
流
れ

③
-2

区
域
設
定
、
資
産
抽
出

③
-3

費
用
対
効
果
の
分
析
結
果

②
対
応
方
針
（
原
案
）

④
広
島
西
部
山
系
事
業
内
容

④
-1

広
島
西
部
山
系
直
轄
砂
防
事
業
の
概
要

④
-2

  広
島
西
部
山
系
の
土
砂
災
害

④
-3

  事
業
の
実
施
状
況

④
-4

コ
ス
ト
縮
減
に
関
す
る
取
り
組
み
事
例
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①
平

成
2
6
年

8
月

2
0
日

に
広

島
土

砂
災

害
が

発
生

。
こ

れ
に

対
し

、
著

し
い

被
害

が
生

じ
た

渓
流

に
再

度
土

石
流

災
害

が
発

生
し

た
場

合
に

も
安

全
を

確
保

で
き

る
よ

う
に

、
災

害
対

応
と

し
て

砂
防

設
備

の
整

備
を

進
め

て
い

る
。

②
広

島
西

部
山

系
直

轄
砂

防
事

業
で

は
、

平
成

1
4
年

度
ま

で
に

公
表

さ
れ

て

い
る

土
石

流
危

険
渓

流
を

対
象

に
事

業
を

実
施

し
て

き
た

。

土
砂

災
害

警
戒

区
域

等
に

お
け

る
土

砂
災

害
防

止
対

策
の

推
進

に
関

す

る
法

律
（

平
成

1
2
年

法
律

第
5
7
号

）
（

以
下

「
土

砂
災

害
防

止
法

」
と

い
う

。
）

の
成

立
に

伴
い

、
将

来
的

に
は

土
石

流
を

対
象

と
し

て
指

定
さ

れ
る

土
砂

災
害

警
戒

区
域

の
原

因
と

な
る

危
険

な
渓

流
を

対
象

と
し

て
砂

防
事

業
を

行
う

こ
と

と
な

る
見

込
み

。

③
土

砂
災

害
防

止
法

が
広

島
土

砂
災

害
を

契
機

に
平

成
2
7
年

1
月

に
改

正
さ

れ
、

土
砂

災
害

防
止

対
策

基
本

指
針

（
国

土
交

通
省

告
示

第
3
5
号

）
に

よ

り
、

各
都

道
府

県
は

、
お

お
む

ね
５

年
程

度
で

基
礎

調
査

を
完

了
さ

せ
る

こ
と

を
目

標
と

し
て

設
定

す
る

こ
と

と
な

っ
た

。
こ

れ
を

受
け

て
広

島
県

で
は

現
在

、
平

成
3
0
年

度
の

完
了

を
目

指
し

て
、

基
礎

調
査

を
実

施
中

で

あ
る

。
こ

の
た

め
、

今
後

砂
防

事
業

の
実

施
を

検
討

す
る

危
険

な
渓

流
数

の
確

定
も

平
成

3
0
年

度
以

降
と

な
る

。

④
既

に
指

定
さ

れ
た

土
砂

災
害

警
戒

区
域

の
中

に
は

、
従

来
の

土
石

流
危

険

渓
流

に
含

ま
れ

て
い

な
か

っ
た

箇
所

が
多

く
含

ま
れ

て
お

り
、

今
後

、
砂

防
事

業
の

実
施

を
検

討
す

る
危

険
な

渓
流

数
は

増
え

る
こ

と
が

予
想

さ
れ

る
。

１
.
は

じ
め

に
-
今

回
の

再
評

価
の

必
要

性
と

背
景

-

※
「
平
成
2
6
年
8
月
2
0
日
豪
雨

広
島
土
砂
災
害
」
国
土
交
通
交
通
省

中
国
地
方
整
備
局
太
田
川
河
川
事
務
所

平
成
2
6
年
8
月
2
0
日
未
明
か

ら
明

け
方
に

か
け

て
の

豪
雨
に

よ
り
、

広
島

市
安

佐
南
区

、
安
佐

北
区

を
中

心
に
、
土
石
流
1
0
7
箇
所
、
が

け
崩
れ
5
9
箇
所
の
土
砂
災

害
が

発
生
。
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２
.
対

応
方

針
（

原
案

）

○
上

記
よ
り
、
本
事
業
は
事
業
の
投
資
効
果
が
極
め
て
高
い
こ
と
か
ら

継
続
が
妥
当
。

○
今

後
さ
ら
な
る
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
と
と
も
に
、
よ
り
一
層
の
事
業
効
果
の
発
現
に
努
め
る
。

【
今

後
の

対
応

方
針

(
原

案
)
】

１
）

事
業

を
巡

る
社

会
経

済
情

勢
等

の
変

化

２
）

事
業

の
投

資
効

果

３
）

事
業

の
進

捗
状

況

①
事

業
の

必
要

性
等

の
視

点

②
事

業
の

進
捗

の
見

込
み

③
コ

ス
ト

縮
減

や
代

替
案

立
案

等
の

可
能

性

◇
事
業
区
域
は
人
口
が
集
中
し
て
お
り
、
近
年
は
前
回
調
査
時
か
ら
大
き
な
変
化
は
無
い
。

◇
平
成
2
6
年
8
月
2
0
日
に
は
事
業
着
手
以
降
最
大
と
な
る
甚
大
な
土
砂
災
害
が
発
生
し
、
被
災
地
に
お
い
て
砂
防
事
業
を
実
施
中
。

こ
の
災
害
を
受
け
て
平

成
2
7
年
1
月
に
土
砂
災
害
防
止
法
が
改
正
さ
れ
、
広
島
県
に
お
い
て
基
礎
調
査
を
実
施
中
で
あ
り
、
調

査
結
果
が
順
次
公
表
さ

れ
て
い
る
。

◇
管
内
の
三
市
（
広
島
市
、
大
竹
市
、
廿
日
市
市
）
か
ら
な
る
広
島
西
部
山
系
直
轄
砂
防
事
業
促
進
協
議
会
か
ら
も
「
事
業
の
一

層
の
推
進
」
が
毎
年
要

望
さ
れ
て
い
る
。

◇
費
用
対
効
果
（
Ｂ
／
Ｃ
）
＝
６
．
０

(
平
成
2
8
(
2
0
1
6
)
年
度
時
点
)

８
．
０
(
残
事
業
)

◇
現
在
ま
で
の
進
捗
率
は
約
5
3
％
（
事
業
費
ベ
ー
ス
）

◇
関
係
機
関
並
び
に
地
域
と
の
協
力
体
制
も
構
築
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
着
手
渓
流
に
つ
い
て
も
早
期
完
成
へ
の
要
望
は
強
い
こ
と

か
ら
今
後
も
円
滑
な
事
業
進
捗
が
見
込
ま
れ
る
。

◇
現
地
発
生
土
の
有
効
活
用
で
コ
ス
ト
縮
減
を
図
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
今
後
対
応
が
必
要
と
な
る
小
規
模
渓
流
に
お
い
て
も
新

技
術
を
積
極
的
に
取
り
入
れ
る
等
、
さ
ら
な
る
コ
ス
ト
縮
減
に
取
り
組
む
。

◇
現
状
で
の
事
業
の
進
捗
状
況
並
び
に
残
事
業
に
お
け
る
効
果
が
高
い
こ
と
か
ら
、
砂
防
設
備
の
整
備
に
対
す
る
代
替
案
の
検

討
の
必
要
は
な
い
。

④
県

へ
の

意
見

照
会

結
果

◇
事
業
継
続
に
対
し
、
妥
当
で
あ
る
。

－ 7 －



３
-
1
．
費
用
便
益

比
（

Ｂ
／

Ｃ
）

の
算
出
の
流
れ

年
平
均
被
害
軽
減
期
待
額
の
算
出

総
便

益
（

Ｂ
）

の
算

出

総
事
業
費
の
算
出

・
既
往
投
資
額

・
残
事
業
費

総
費

用
（

Ｃ
）

の
算

出

費
用

便
益

比
（

Ｂ
／

Ｃ
）

の
算

出

費
用

（
C
）

便
益

（
B
）

残
存
価
値
の
設
定

維
持
管
理
費
の
設
定

・
除
石
費
用

確
率
規
模
別
の
想
定
被
害
算
出

(
1
/
1
0
・
1
/
2
0
・
1
/
1
0
0
の
降
雨
確
率
規
模

別
に
事
業
実
施
前
後
の
被
害
額
を
算
出
）

・
資
産
分
布
、
資
産
額
の
把
握

・
土
石
流
氾
濫
に
よ
る
家
屋
等
の
被
害

・
人
的
損
失
な
ど
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３
-
2
.
区

域
設

定
、

資
産

抽
出

土
石

流
危

険
渓

流
の

谷
出

口

相
田
地
区
の
事
例

土
石
流
想
定
氾
濫

区
域

(
家
屋
戸
数
・
事
業
所
数
・
農
地
面
積
・
公
共
土
木
施
設
な
ど
を
個
別
に
抽
出
)

被
害
を
受
け
る
道

路

想
定

氾
濫

区
域

１
）
土

石
流

想
定

氾
濫

区
域

の
設

定
に
つ
い
て

２
）
土

石
流

想
定

氾
濫

区
域

に
分

布
す
る
資

産
抽

出

土
石
流
危
険
渓
流
毎
に

設
定
さ
れ
て
い
る
想
定

氾
濫
区
域
の
例

土
石
流
危
険
渓
流
調
査
結
果
(
平
成
1
4
(
2
0
0
2
)
年
公
表
)
の

想
定
氾
濫
区
域
を
土
石
流
に
よ
り
被
害
を
受
け
る
可
能
性
が

あ
る
範
囲
と
し
て
設
定

＜
想

定
被
害

の
算

出
項

目
＞

基
図
は
最
新

の
住

宅
地

図
を

使
用

【
直

接
被
害

】
●

家
屋

戸
数

（
家

屋
資

産
・

家
庭

用
品
・
農
漁
家
資
産
）

●
事

業
所

数
（
産
業
大
項
目
分
類
(
建
設
業
,
製
造
業
,
サ
ー
ビ
ス
業

な
ど

)に
区

分
）

●
農
地

面
積

（
農

作
物

被
害

：
稲

・
畑
）

●
公

益
事

業
施

設
(
役
所
,
警
察
署
,
派
出
所
,
郵
便
局
,
消
防
署
,
図
書
館
,
公
民
館
,

一
般
病
院
,
診
療
所
,
老
人
ホ
ー
ム
,
高
等
学
校
,
中
学
校
,
小
学
校
等
)

●
道

路
、

鉄
道

、
橋

梁
●

人
的

損
失

額
（
逸

失
利

益
、

精
神

的
損
害
額
）

【
間

接
被
害

】
●

営
業

停
止

被
害

(
事
業
所
)
、
応

急
対
策
費
用
(
家
計
・
事
業
所
)
、

交
通

途
絶

被
害

想
定
氾
濫
区
域
内
に
分
布
す
る
資
産
を

個
別
に
抽
出
し
、

資
産
の
分
類
項
目
毎
に
区
分
し
て
集
計

あ
い
た
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010
,0
00

20
,0
00

30
,0
00

40
,0
00

50
,0
00

0

1,
00

0

2,
00

0

3,
00

0

4,
00

0

5,
00

0H1
3

H4
4

H9
4

年平均被害軽減期待額（百万円）

費用（百万円）

３
-
3
.
費

用
対

効
果

の
分

析
結

果
(
1
)

＜
費

用
便

益
比

（
Ｂ

／
Ｃ

）
の

算
出

＞

■
便

益
及

び
費

用
は

、
整

備
期

間
＋

施
設

完
成

後
5
0
年

間
を

評
価

対
象

期
間

と
し

て
算

出
す

る
。

■
便

益
及

び
費

用
を

評
価

基
準

年
度

(
平

成
2
8
(
2
0
1
6
)
年

度
)
を

基
準

と
し

て
現

在
価

値
化

し
、

現
在

価
値

化
後

の
便

益
及

び
費

用
の

そ
れ

ぞ
れ

の
総

和
を

総
便

益
(
Ｂ

)
、

総
費

用
(
Ｃ

)
と

す
る

。

便
益

（
Ｂ

）

費
用

（
Ｃ

）

評
価
基
準
年
度
よ
り
過
去
の
期
間
に
つ
い
て
は
、

デ
フ
レ
ー
タ
(
平
成
2
8
(
2
0
1
6
)
年
2
月
治
水
事
業
費

指
数
:
砂
防
)
も
適
用
。

評
価
基
準
年
度

平
成
2
8
年

(
2
0
1
6
)

平
成
1
3
年

(
2
0
0
1
)

平
成
4
4
年

(
2
0
3
2
)

平
成
9
4
年

(
2
0
8
2
)

総
便

益
(B

)
 5
,
7
5
8

億
円

総
費

用
(C

)
 9
6
2
 億

円
拡

大

■
便
益
(
現
在
価
値
化
前
)

■
費
用
(
現
在
価
値
化
前
)

■
便
益
(
現
在
価
値
化
後
)

■
費
用
(
現
在
価
値
化
後
)

整
備

期
間

事
業

完
了

後
の

評
価

期
間

(
5
0
年

)

評
価

対
象

期
間

土
石
流
対
策
施
設
が
地
区
毎
に
完
成
す
る
こ
と
で
、

当
該
地
区
の
便
益
が
発
生
す
る
た
め
、
事
業
中
の

期
間
(
地
区
完
成
毎
)
か
ら
便
益
を
計
上
。

事
業
完
了

後
は

維
持
管
理

費
用
の
み

を
計
上

平
成
4
4
年

(
2
0
3
2
)

－ 10 －



３
-
3
.
費

用
対

効
果

の
分

析
結

果
(
2
)

◇
広
島

西
部

山
系

直
轄

砂
防

事
業

の
費

用
便

益
分

析
（

全
体

事
業

）

項
目

金
額

等
(
現
在
価
値
化
後
)

摘
要

総
費

用
(
Ｃ
)

９
６
２
．
１

億
円

建
設

費
９
４
２
．
３

億
円

維
持

管
理

費
１
９
．
８

億
円

総
便

益
(
Ｂ
)

５
，
７
５
８
．
０

億
円

便
益

５
，
７
３
６
．
３

億
円

残
存

価
値

２
１
．
７

億
円

費
用

便
益

比
（
C
B
R
)

Ｂ
／
Ｃ

６
．
０

純
現

在
価

値
（
N
P
V
)

Ｂ
－
Ｃ

４
，
７
９
５
．
９
億
円

経
済
的
内
部
収
益
率
（
E
I
R
R
）

１
６
．
７

％

「
公
共
事
業
評
価
の
費
用
便
益
分
析
に
関
す
る
技
術
指
針
(
共
通
編
)
」
(
平
成
2
1
(
2
0
0
9
)
年
6
月
,
国
土
交
通
省
)
に
基
づ
き
残
事
業
の

投
資
効
率
性
を
算
出
し
た
結
果
は
以
下
の
と
お
り

〔
残
事
業
の
費
用
対
効
果
〕
＝

〔
継
続
し
た
場
合
の
総
便
益
〕
－
〔
中
止
し
た
場
合
の
総
便
益
〕

〔
継
続
し
た
場
合
の
総
費
用
〕
－
〔
中
止
し
た
場
合
の
総
費
用
〕

＝
5
,
7
5
8
.
0
〔
億
円
〕

－
3
,
2
0
8
.
2
〔
億
円
〕

9
6
2
.
1
〔
億
円
〕

－
6
4
5
.
0
〔
億
円
〕

＝
8
.
0

◇
広
島

西
部

山
系

直
轄

砂
防

事
業

の
費

用
便

益
分

析
（

残
事

業
）
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４
-
1
.
広

島
西

部
山

系
直

轄
砂

防
事

業
の

概
要

・
ハ
ー
ド
対
策
は
「

地
区
」

単
位

で
実

施
(
1
)
土
石
流
想
定
氾
濫
区
域
が
重
複
し
て

い
る
渓
流
の
範

囲
(
2
)
土
石
流
に
よ
っ
て
被
害
を
受
け
る

地
域
の
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

ー
に

関
連

す
る

一
連
の
渓
流
を

ま
と
め

た
範

囲

・
ソ
フ
ト
対
策
は
山
系

全
域

で
展

開

直
轄
砂
防
事
業
の
実
施
状
況

◇
着

手
経

緯
・
平
成
1
1
(
1
9
9
9
)
年
の
6
.
2
9
災
害
を
契
機
に
、
平
成
1
3
(
2
0
0
1
)
年
度
か
ら
事
業
開
始

◇
事
業
単
位
の
考
え
方

ハ
ー

ド
対

策

ソ
フ

ト
対

策

・
砂
防
事
業
に
よ
る

土
石
流

対
策

が
未

着
手

の
渓

流
の

対
策

を
基

本

(
1
)
土
砂
災
害
か
ら
身
を
守
る
た
め
の
速
や
か
な
避
難
行
動
に
つ
な
が
る

減
災
対
策
の

推
進

①
警
戒
避
難

体
制
の

整
備

に
関

す
る

支
援

・
推

進
②

防
災
に
関

す
る
意

識
の

向
上

の
推

進
(
2
)
大
規
模
土
砂
災
害
の
危
機
管
理
体
制
整
備
の
推
進

(
1
)
計
画
的
な
整
備
の
推
進

Ⅰ
．
集
中
投
資

に
よ

る
人

命
・

財
産

の
保

護
Ⅱ
．
国
の
根
幹

と
な

る
重

要
交

通
網

の
保

全
Ⅲ
．
自
然
・
社

会
条

件
か

ら
求

め
ら

れ
る

高
度

な
技

術
の

利
活

用
(
2
)
緊
急
的
な
対
応

土
石
流
の
発
生

に
つ

な
が

る
兆

候
が

見
ら

れ
る

な
ど

危
険

性
が

逼
迫
し
て
い
る

地
区

の
迅

速
な

対
応

◇
事
業
地
区
展
開
の
考
え
方

土
石
流
に

よ
っ
て
被

害
を
受

け
る
地
域

の
コ

ミ
ュ
ニ

テ
ィ
ー
に

関
連
す

る
一
連
の

渓
流

(
概
念

)

＜
事
業
の

主
な
保
全

対
象

＞

家
屋
：

約
7,

0
0
0

戸
人

口
：

約
17

,0
0
0

人
事

業
所
：

約
5
0
0
事

業
所

公
益

施
設

：
約

4
0
施

設
災
害

時
要
配

慮
者
利

用
施

設
:
1
2
施

設
水

田
等

：
約

7
0

h
a

重
要

交
通

網
:
J
R
山

陽
新

幹
線

,
J
R
山

陽
本

線
,
一

般
国

道
2
号

,
山

陽
自

動
車

道
・

広
島

岩
国

道
路

,
中

国
自

動
車

道

広
島

市

廿
日

市
市

大
竹

市

安
佐
南
区

安
佐

北
区

佐
伯

区

東
区

西
区

綾
ヶ

谷

中
野

上
原

あ
さ

ひ
が

丘

戸
坂

新
町

井
口

台

緑
井 木

緑
井

八
木

緑
ヶ

丘

高
取

武
田

山

大
町

相
田

五
月

が
丘

川
角

利
松

赤
土

地

宮
園

・
四

季
が

丘

宮
内

・
明

石

三
鎗

谷

広
島

西
部

山
系

直
轄

砂
防

事
業

区
域

対
象

渓
流

完
成
渓
流

数
3
6
渓
流

着
手

済
渓

流
数

7
3
渓

流

土
石

流
危

険
渓

流

※
着
手
済
渓
流
数
と
は
用
地
着
手
し
た
渓
流
数
を
い
う

玖
波

湯
舟

白
石

小
方

原

戸
坂

新
町

南

上
温

品

城
北
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安
川

左
支
川

の
土

石
流

氾
濫

状
況

や
す
か
わ

４
-
2
.
広

島
西

部
山

系
の

土
砂

災
害

広
島
西
部
山
系
周
辺
で
発
生
し
た
主
な
土

砂
災
害

要
因
お
よ
び
災
害
発
生
年
月
日

発
生
河
川

発
生
位
置

死
者

(
人
)

負
傷
者
(
人
)

出
典

枕
崎

台
風

昭
和

2
0
(
1
9
4
5
)
年

9
月

1
7
日

丸
石

川
他

大
野
町
、
呉
市
他

1
,
7
7
5
 

1
,
0
5
4
 
広
島
県
砂
防
災
害
誌
(
H
9
.
1
2
)

ル
ー

ス
台

風
昭

和
2
6
(
1
9
5
1
)
年

1
0
月

1
4
日

中
津

岡
川

他
大
竹
市
､
大
野
町
､
湯
来
町
他

1
3
2
 

3
6
1
 
広
島
県
砂
防
災
害
誌
(
H
9
.
1
2
)

台
風

1
9

号
平

成
3
(
1
9
9
1
)
年

9
月

2
7
日

太
田

川
他

広
島
市
他

6
 

4
9
 
広

島
県

砂
防

災
害

誌
(
H
9
.
1
2
)

6
.
2
9
土

砂
災

害
平

成
1
1
(
1
9
9
9
)
年

6
月

2
9
日

大
毛

寺
川

他
広
島
市
、
呉
市
他

2
4
 

1
4
 
6
.
2
9
土
砂
災
害
復
旧
誌
(
H
1
5
.
3
)

8
.
2
0
土

砂
災

害
平

成
2
6
(
2
0
1
4
)
年

8
月

2
0
日

上
山

川
他

広
島
市

7
7
 

6
8
 
消
防
庁
応
急
対
策
室
発
表
(
H
2
8
.
6
.
2
2
)

昭
和
2
6
(
1
9
5
1
)
年

ル
ー
ス
台
風

大
野

陸
軍
病

院
の

患
者

用
車

が
流

さ
れ

、
国

鉄
山
陽
線

軌
道
が
土
砂
で
埋
没
(
廿
日
市
市
(
旧
大
野
町
))

昭
和
2
0
(
1
9
4
5
)
年

枕
崎
台
風

土
石

流
で
被

災
し

た
集

落
（

大
竹

市
玖

波
町

）

同
地

点
の
現
在

の
様

子
(
宮
浜
温
泉
こ
線
橋
)

く
ば

ゆ
き

ち
ょ

う

広
島
市
、
呉
市
他
で
、
土
石
流
や
斜
面
崩
壊
等
に
よ
り
、
土
石
流
災
害
1
3
9
件
、

が
け
崩
れ
災
害
1
8
6
件
、
死
者
24
人
、
負
傷
者
14
人
の
被
害
が
発
生
。

平
成
1
1
(
1
9
9
9
)
年

6
.
2
9
災
害

5
0

10
km

土
石
流
発
生
箇
所

〃
(
死
者
の
出
た
箇
所
)

平
成
2
6
(
2
0
1
4
)
年

8
.
2
0
災
害

安
佐
南
区
八
木
三
丁
目
・
緑
井
八
丁
目
付
近
の
被
災
状
況

広
島
市
安
佐
南
区
、
安
佐
北
区
、
西
区
を
中
心
に
、
土
石
流

10
7
 
件
、
が
け

崩
れ

5
9
件
、
死
者
7
7
人
、
負
傷
者
6
8
人
の
被
害
が
発
生
。
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<
 
広
島
西
部
山
系
直
轄
砂
防
事
業
の
整
備
地
区
選

定
の

考
え

方
>

(
1
)
 
計
画
的
な
整
備
の
推
進

Ⅰ
．

集
中
投
資
に
よ
る
人
命
・
財
産
の
保
護

⇒
 甚

大
被
害
想
定
区
域
内
の
人
家
、

災
害
時

要
配

慮
者

利
用

施
設

や
避

難
所

の
収

容
人

数
・

施
設

数
Ⅱ
．
国
の
根
幹
と
な
る
重
要
交
通
網
の
保
全

⇒
 平

面
交
差
箇
所
、
該
当
路
線
数
、

谷
出
口

か
ら

の
距

離
Ⅲ
．
自
然
・
社
会
条
件
か
ら
求
め
ら
れ
る

高
度

な
技

術
の

利
活

用
⇒
 地

形
や
土
地
利
用
の
条
件
に
よ
る

整
備
の

制
約

(
2
)
 
緊
急
的
な
対
応

土
石
流
の
発
生
に
つ
な
が
る
兆
候
が
見
ら

れ
る

な
ど

危
険

性
が

逼
迫

し
て

い
る

地
区

の
迅

速
な

対
応

４
-
3
.
 
事

業
の

実
施

状
況

(
1
)

（
１
）
ハ
ー
ド
対
策
（
計
画

的
な
整
備
）

谷
出
口
ま
で
住
宅
地
が
分
布
す
る
地
区
で
の

整
備

事
業

実
施

に
よ

る
効

果
事

例

山
陽
自
動
車
道

山
陽
自
動
車
道

至
大
阪
・
広
島

至
大
阪
・
広
島

至
山
口
・
福
岡

至
山
口
・
福
岡

三
鎗
谷
地
区

相
田

地
区

広
島
西
部
山

系
に
は
、
複
数
の
土
石
流
危
険
渓
流

が
重
複
す
る

地
区
が
多
い
こ
と
か
ら
、
整
備
効
果

を
高
め
る
た

め
隣
接
す
る
渓
流
を
一
連
で
集
中
的

に
整
備

広
島
西
部
山
系
内
に
は
、
近
畿
と
九
州
を
結
ぶ

重
要
交
通
網
(
鉄
道
・
道
路
)
が
横
断
し
て
い
る

こ
と
か
ら
、
土
石
流
に
よ
る
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

へ
の
広
域
的
な
影
響
を
防
止
・
軽
減
す
る
た
め
、

重
要
交
通
網
に
つ
い
て
保
全

平
成
2
6
(
2
0
1
4
)
年
8
月
2
0
日
に
豪
雨
発
生
。

高
瀬

雨
量

観
測

所
で

連
続
雨
量

24
7m
m

最
大
時
間
雨
量

87
m
m

を
記
録
。

大
町

地
区

で
は

、
降

雨
後

に
渓

岸
崩

壊
等

が
確

認
さ
れ

た
が

完
成

し
た

砂
防

堰
堤

に
よ

り
土

砂
が
捕

捉
さ

れ
た

こ
と

で
、

土
砂

氾
濫

に
よ

る
被
害

を
防

止
し

た
。

平
成
26
(
20
1
4)
.
8.
2
0豪

雨

※
 
工
事
に
際
し
て
は
、
地
区
の
特
性
や
自
然
環
境
に
配
慮
し
た

工
法
等
を
採
用
し
て
実
施
。

あ
い
た

み
や
り
だ
に

流
向

流
向

大
町
７
号

砂
防
堰
堤

大
町
７
号

砂
防
堰
堤

降
雨

後
の
堆

砂
状

況

重
要
交
通
網
保
全
の
た
め
の
整
備

高
度
な
技
術
の

利
活
用

人
的
被
害
減
少

重
要
交
通
網
保
全

－ 14 －



４
-
3
.
 
事

業
の

実
施

状
況

(
2
)

（
２
）
ソ
フ
ト
対
策

土
石
流
模
型
に
よ
る
砂
防
堰
堤
の
効

果
を
説

明
(
防
災
フ
ェ
ア
i
n
マ
ツ
ダ
ス
タ
ジ
ア
ム
)

雨
量

観
測

網
の

整
備

防
災

意
識

の
向

上
（

自
主

防
災

組
織

へ
の

活
動

支
援

）

自
主
防
災
組
織
へ
の
活
動
支
援
と

し
て

他
箇

所
に

お
け

る
先

進
的

な
防

災
活

動
の

紹
介

や
住
民
に
よ
る
渓
流
点
検
の
支
援
等

を
実

施

出
前

講
座

・
広

報
活

動

砂
防

堰
堤
の

見
学

会
で

施
設

の
役

割
を

説
明

(
小

学
生

を
対

象
と

し
た

出
前

講
座

)

雨
量

観
測
網

の
整

備
に

よ
り

局
所

的
に
発

生
す

る
集

中
豪

雨
を

観
測

(
1
)
土
砂
災
害
か
ら
身
を
守
る
た
め
の
速
や
か
な
避
難
行
動
に
つ
な
が
る
減
災
対
策
の
推
進

①
警
戒

避
難

体
制

の
整

備
に

関
す

る
支

援
⇒
 
雨
量
観
測
網
の
整
備
等
、
よ
り
精
度
の
高
い
崩
壊
・
土
石
流
発
生
予
測
モ
デ
ル
の
高
度
化
に
関
す
る
研
究
開
発

②
防
災

に
関

す
る

意
識

の
向

上
の

推
進

⇒
 
住
民
の
防
災
意
識
向
上
に
向
け
た
広
報
、
自
主
防
災
組
織
の
活
動
支
援
等
、
土
砂
災
害
を
語
り
継
ぐ
活
動
等
(
H
P
等
)

(
2
)
大
規
模
土
砂
災
害
の
危
機
管
理
体
制
整
備
の
推
進

⇒
 
渓
流
や
施
設
の
緊
急
点
検
、
専
門
家
派
遣
等
の
自
治
体
支
援
、
危
機
管
理
体
制
の
整
備

事
業
の
直
轄
化
以
降

新
た
に
設
置

自
主
防
災
組
織
発
足
時
に
資
料
映
像

を
上
映

地
域

住
民
と

合
同

で
渓

流
状

況
を

確
認

斜
面
動
態
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
実
施

－ 15 －



４
-
4
.
コ

ス
ト

縮
減

に
関

す
る

取
り

組
み

事
例

(
1
)

砂
防

工
事

現
場

か
ら

発
生

す
る

現
地

発
生

土
の

有
効

活
用

に
よ

る
周

辺
環

境
へ

の
影

響
低

減
と

コ
ス

ト
縮

減

現
地
発
生
土
と
セ
メ
ン
ト
の
攪
拌
状
況

②
砂
防

ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト
を
砂
防
堰
堤
袖
部
の
仕
戻
し
に
使
用

砂
防

堰
堤
本
体
工
に
お
け
る
掘
削
後
の
袖
部
の
仕
戻
し
を
｢
ブ
ロ
ッ
ク
積
｣
か
ら
｢
ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト
＋
連
続

長
繊
維

補
強
土
｣
に
変
更
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
と
と
も
に
大
量
に
発
生
す
る
現
地
発
生
土
の
現
場

外
搬
出

や
処
分
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
周
辺
環
境
へ
の
影
響
を
低
減
さ
せ
る
。

［
縮
減

事
例
：
大
町
3
号
砂
防
堰
堤
］

工
事

費
を

1
8
.
9
百
万
円
か
ら

8
.
6
百
万
円
に
縮
減

（
縮
減
額

1
0
.
3
百
万
円
、
縮
減
率

約
5
4
％
）

現
地
発
生
土
の
利
用

セ
メ
ン
ト
と
攪

拌

掘
削

本
堤

背
面

仕
戻

し
(砂

防
ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト

)
現
地
発
生
土
を
残
土
処
理

建
設

発
生

土

掘
削

本
堤

背
面

仕
戻
し

(ブ
ロ
ッ
ク
積

)

①
砂
防

ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト
を
砂
防
堰
堤
本
体
工
に
採
用

［
縮
減

事
例
：
宮
内
2
号
砂
防
堰
堤
］
（
イ
ン
セ
ム
工
法
）

工
事

費
を

1
0
4
.
6
百
万
円
か
ら

7
9
.
3
百
万
円
に
縮
減

（
縮

減
額

2
5
.
3
百
万
円
、
縮
減
率

約
2
4
％
）

※
 
工

事
費
は
施
設
設
計
時
の
試
算
に
よ
る

完
成

(H
25

.2
)

施
工
中

(H
24

.2
)

現
地
で
発
生
す
る
土
砂
と
セ
メ
ン
ト
及
び
水
等
を
現
地

で
攪
拌
・
混
合
し
て
砂
防
ソ
イ
ル
セ
メ
ン
ト
を
製
造
し
、

砂
防
堰
堤
を
構
築
す
る
。
従
来
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
法
と

比
較
す
る
と
、
①
建
設
副
産
物
の
発
生
の
軽
減
、
②
周
辺

環
境
へ
の
影
響
低
減
、
③
建
設
コ
ス
ト
の
縮
減
、
④
工
期

短
縮
の
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
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４
-
4
.
コ

ス
ト

縮
減

に
関

す
る

取
り

組
み

事
例

(
2
)

広
島

西
部

山
系

管
内

で
多

く
見

ら
れ

る
小

規
模

な
渓

流
に

お
い

て
、

新
技

術
を

積
極

的
に

取
り

入
れ

、
コ

ス
ト

縮
減

○
広
島

西
部
山
系
で
は
、
流
域
面
積
が
小
さ
く
、
土
石
流
の
連
続
発
生
の
リ
ス
ク
も
な
い
小

規
模
な
土
石
流
危
険
渓
流
が
数
多
く
存
在
し
て
い
る
。

こ
れ
ら
の
渓
流
に
対
し
て
『
砂
防

基
本
計
画
策
定
指
針
（
土
石
流
・
流
木
対
策
編
）
』
が
改
定
（
H
2
8
）
さ
れ
、
流
域
内
か
ら
の
流
出
土
砂
量

が
新
技
術
を
用
い
る
こ
と
で
従
来

よ
り
正
確
に
把
握
で
き
る
場
合
、
実
現
象
に
即
し
た
（
小
規
模
な
）
施
設
設
計
が
可
能
と
な
っ
た
。

管
内
に
お
い
て
も
対
象
渓
流
に
お

い
て
積
極
的
に
小
規
模
渓
流
対
応
型
施
設
と
し
て
設
計
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
縮
減
を
図
る
。

従
来
の
施
設
設
計

小
規
模
渓
流
対

応
型
施
設
設
計

1
.5
mの

天
端

幅

水
平
な
袖
勾
配

小
さ
な

水
通
し
断
面

短
い

水
叩
き

長

本
堤
正
面
図

側
面
図

［
縮
減
事
例
：
大
町
2
号
砂
防
堰
堤
］

工
事
費

※
を

4
6
.
3
百
万
円
か
ら

3
0
.
7
百
万
円
に
縮
減

（
縮
減
額

1
5
.
6
百
万
円
、
縮
減
率

約
3
4
％
）

※
 
工
事
費
は
施
設
設
計
時
の
試
算
に
よ
る

側
面

本
堤
上
流
側

小
規

模
渓

流
対

応
型
施

設
完
成

写
真
（

大
町

2 号
砂
防

堰
堤
）

流
域

小
規

模
↓

土
砂

量
精

密
把

握
可

能
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■
参
考
資
料
１

前
回

評
価

時
と

の
比
較

広
島
西
部
山
系
直
轄
砂
防
事
業

備
考

(
前
回
評
価
時
か
ら
の
主
な
変
更
点
)

前
回

評
価

時
(
平

成
2
5
(
2
0
1
3
)
年

)

今
回

評
価

時
(
平

成
2
8
(
2
0
1
6
)
年

)

事
業
内
容

砂
防
堰
堤
等
の
整
備

砂
防
堰
堤
等
の
整
備

※
※

全
体

渓
流

数
は

広
島

県
が

実
施

す
る

基
礎

調
査

の
結

果
を

踏
ま

え
精

査
中

事
業
期
間

平
成
1
3
(
2
0
0
1
)
年
度
～

平
成
1
3
(
2
0
0
1
)
年
度
～

総
事
業
費

約
9
0
0
 
億
円

約
9
0
0
 
億
円

総
便
益
(
Ｂ
)

6
,
3
1
0
 
億
円

5
,
7
5
8
億
円

・
評

価
基
準

年
度

の
見

直
し

前
回
：
平
成
2
5(
2
01
3
)年

度
今
回
：
平
成
2
8(
2
01
6
)年

度

総
費
用
(
Ｃ
)

8
5
2
 
億
円

9
6
2
億
円

・
評

価
基
準

年
度

の
見

直
し

前
回
：
平
成
2
5(
2
01
3
)年

度
今
回
：
平
成
2
8(
2
01
6
)年

度

費
用
対
効
果

Ｂ
／
Ｃ

Ｂ
／

Ｃ
＝

7
.
4

Ｂ
／

Ｃ
＝

6
.
0

・
総
便
益
(
B
)
及
び
総
費
用
(
C
)
の

見
直

し

－ 18 －



■
参
考
資
料
２

感
度

分
析

に
つ

い
て

費
用
効
果
分
析
で
使
用
さ
れ
る
便
益
と
費
用
の
誤
差
の
影
響
を
検
証
す
る
た
め
、

｢
事
業
費
｣
、
｢
事
業
期
間
｣
、
｢
資
産
｣
を
そ
れ
ぞ
れ
｢
±
1
0
%
｣
変
動
さ
せ
、
費
用
便
益
比

(
B
/
C
)
を
算
出
し
、
感
度
分
析
を
実
施
し
た
。

費
用

便
益

比
(
 
B
 
/
 
C
 
)

基
本

残
事

業
費

事
業

期
間

資
産

+
1
0
%

-
1
0
%

+
1
0
%

-
1
0
%

+
1
0
%

-
1
0
%

6
.
0

5
.
8

6
.
2

6
.
0

6
.
0

6
.
5

5
.
4
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広島西部山系直轄砂防事業

〔広島県への意見照会と回答〕
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（別紙）

事業名 「対応方針（原案）」案※ 備考

広島西部山系直轄砂防事業 継続

一般国道１８３号 鍵掛峠道路 継続

一般国道１８５号 安芸津バイパス 継続

■ご意見の送付期限　：　平成２８年１０月３１日（月）までにお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　　　※様式自由

■送付先・お問い合わせ先

　　中国地方整備局　企画部企画課

　　　　　課長補佐　藤原　（内線：３１５３）

　　　　　施策分析評価係長　藤野　（内線：３１８６）

　　ＴＥＬ：０８２－２２１－９２３１（代表）

　　ＦＡＸ：０８２－２２７－２６５１

　　〒730-8530　広島市中区上八丁堀6-30 広島合同庁舎２号館

※貴県の意見を踏まえ、「中国地方整備局事業監視委員会」へ諮る対応方針（原案）を
　作成するためのものです。
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